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第３編 日常生活圏域 

第１章 日常生活圏域の設定の考え方 

 

   日常生活圏域については、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、  

介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合

的に勘案し、各市町村の地域の実情に応じて、目指すべき地域包括ケアシステム

の深化・推進を図ることを念頭において定めることとされています。 

   本市では、総合計画の地理的条件、交通、都市機能の集積、土地利用状況、日

常生活上の交流範囲等の諸条件を踏まえた地域・地区割りを参考にするとともに、

高齢者人口や面積、地区民生委員・児童委員協議会の地区割り等を考慮して、日

常生活圏域を設定しています。 

   第９期計画では、17の日常生活圏域毎に設置した地域包括支援センターの機能

強化を図るとともに、地域密着型サービス事業所等の整備を行い、地域包括ケア

システムの構築に向けた体制を整え、各種取組を推進してきました。 

   また、各圏域においては、地域包括支援センターが中心となり、地域ケア会議

等を開催し、地域の現状や課題を把握するとともに、関係機関との情報共有や地

域ネットワークの構築等を行っています。 

高齢者人口がピークを迎える2040年頃を見据え、これまで各圏域で進めてきた

地域におけるネットワークの構築等の取組を、より一層深化させるため、第10期

計画においても17の日常生活圏域を設定し、各圏域の実情に応じた取組を進めま

す。 
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【第10期計画における日常生活圏域図】 
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【第10期の圏域内訳】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 （注）令和８年４月１日現在の町丁目名による 

圏域 町丁目名

中央
平之町、東千石町、西千石町、照国町、新町、船津町、城南町、松原町、南林寺町、甲突町、
錦江町、新屋敷町、樋之口町、山之口町、千日町、加治屋町、中央町、上之園町、上荒田町

上町

東坂元１～４丁目、清水町、祇園之洲町、皷川町、池之上町、稲荷町、春日町、柳町、浜町、
上竜尾町、下竜尾町、冷水町、長田町、大竜町、上本町、小川町、易居町、名山町、山下町、
中町、金生町、城山町、泉町、住吉町、堀江町、大黒町、呉服町、本港新町、
吉野町の一部（磯、花倉、三船、竜ヶ水及び平松）

鴨池北
高麗町、荒田１～２丁目、与次郎１～２丁目、下荒田１～４丁目、天保山町、鴨池新町、
鴨池１～２丁目、郡元１～３丁目、真砂町、真砂本町

鴨池南
郡元町、南郡元町、東郡元町、三和町、紫原１～６丁目、西紫原町、南新町、日之出町、
宇宿１～９丁目、新栄町、唐湊３～４丁目、中央港新町、向陽２丁目

城西
城山１～２丁目、新照院町、草牟田町、草牟田１～２丁目、玉里町、明和１～５丁目、原良町、
原良１～７丁目、薬師１～２丁目、城西１～３丁目、鷹師１～２丁目、常盤町、常盤１～２丁目、
西田１～３丁目、永吉１～３丁目

武・田上
武１～３丁目、田上町、西別府町、武岡１～６丁目、西陵１～８丁目、田上１～８丁目、
田上台１～４丁目、紫原７丁目、唐湊１～２丁目、向陽１丁目、広木１～３丁目、
小野町の一部（西之谷）

谷山北
五ヶ別府町、山田町、中山町、桜ヶ丘１～８丁目、星ヶ峯１～６丁目、自由ヶ丘１～２丁目、
皇徳寺台１～５丁目、中山１～２丁目、清和３丁目（旧中山町）

谷山中
央

魚見町、東谷山１～７丁目、上福元町、小松原１～２丁目、東開町、希望ヶ丘町、小原町、
谷山中央１～８丁目、清和１～４丁目（３丁目の旧中山町を除く）、
西谷山１～４丁目（１～３丁目の旧下福元町を除く）

谷山南
下福元町、平川町、卸本町、南栄１～６丁目、七ッ島１～２丁目、谷山港１～３丁目、
錦江台１～３丁目、慈眼寺町、和田１～３丁目、坂之上１～８丁目、光山１～２丁目、
西谷山１～３丁目（旧下福元町）

伊敷台
坂元町、西坂元町、玉里団地１～３丁目、若葉町、小野１～４丁目、下伊敷１～３丁目、
伊敷台１～７丁目、下伊敷町

西伊敷
伊敷町、西伊敷１～７丁目、千年１～２丁目、小野町（西之谷を除く）、犬迫町、小山田町、
皆与志町、花野光ヶ丘１～２丁目、伊敷１～８丁目

吉野
岡之原町、緑ヶ丘町、川上町、下田町、吉野町（磯、花倉、三船、竜ヶ水及び平松を除く）、
大明丘１～３丁目、吉野１～４丁目

桜島
野尻町、持木町、東桜島町、古里町、有村町、黒神町、高免町、桜島赤水町、桜島赤生原町、
桜島小池町、桜島西道町、桜島白浜町、桜島武町、桜島藤野町、桜島二俣町、桜島松浦町、
桜島横山町、新島町

吉田 西佐多町、東佐多町、本城町、本名町、宮之浦町、牟礼岡１～３丁目

郡山 花尾町、有屋田町、川田町、郡山町、郡山岳町、西俣町、東俣町、油須木町

松元 石谷町、入佐町、上谷口町、直木町、春山町、福山町、松陽台町、四元町、平田町

喜入 喜入瀬々串町、喜入中名町、喜入生見町、喜入前之浜町、喜入町、喜入一倉町
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第２章 日常生活圏域ごとの現状 

１ 圏域別の人口及び高齢者の割合  

圏域別の総人口は、谷山中央圏域が61,620人と最も多く、次いで武・田上圏域

が57,847人となっています。高齢者人口では、武・田上圏域が18,240人と最も多

く、次いで谷山北圏域が16,483人となっています。 

また、総人口に占める高齢者人口の割合は、30％以上の圏域が10圏域あり、桜

島圏域が53.4％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）住民基本台帳（令和８年４月１日現在） 

 

２ 圏域別の要支援・要介護認定者数と認定率 

圏域別の要支援・要介護認定者数は、武・田上圏域が3,558人と最も多く、次い

で吉野圏域が3,272人となっています。 

また、高齢者人口に占める要支援・要介護認定者の割合である認定率は、桜島

圏域が24.9％と最も高く、次いで西伊敷圏域が23.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）令和８年４月１日現在（認定者数には住所地特例対象施設入所者は含まない） 
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３ 圏域別のサービス事業所及び地域包括支援センター設置状況 

（１）地域密着型サービス事業所及び地域包括支援センター   （単位：か所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）令和８年４月１日現在 

 

（２）介護保険施設                     （単位：か所） 
 

 

 

 

 

 

 （注）令和８年４月１日現在 

 

（３）在宅サービス事業所                  （単位：か所） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 令和８年４月１日現在 

 ２ みなし指定を除く 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17)
中

央

上

町

鴨

池

北

鴨

池

南

城

西

武
・
田
上

谷

山

北

谷
山
中
央

谷

山

南

伊

敷

台

西

伊

敷

吉

野

桜

島

吉

田

郡

山

松

元

喜

入

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 1 4 2 3 1 4 6 4 7 2 4 5 1 1 1 1 2 49

介護老人保健施設（老人保健施設） 1 2 1 1 3 2 1 2 1 3 1 1 19

介護医療院 2 2 1 1 1 7

計 4 6 3 4 4 6 7 8 7 3 5 8 2 3 1 1 3 75

計

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁ ⒂ ⒃ ⒄
中

央

上

町

鴨

池

北

鴨

池

南

城

西

武
・
田
上

谷

山

北

谷
山
中
央

谷

山

南

伊

敷

台

西

伊

敷

吉

野

桜

島

吉

田

郡

山

松

元

喜

入

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1 1 1 2 2 2 2 2 1 14

認知症対応型通所介護 3 3 1 2 2 2 2 1 1 17

小規模多機能型居宅介護 2 1 2 1 2 5 1 1 2 3 1 2 3 26

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

5 5 10 11 7 9 11 14 12 9 3 15 1 5 5 4 4 130

地域密着型特定施設入居者生活介護 1 1 1 3

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護（小規模特別養護老人ホーム）

1 1 1 2 1 1 7

看護小規模多機能型居宅介護 2 2 3 1 1 1 1 2 1 1 15

地域密着型通所介護 13 10 14 12 11 14 16 22 15 8 15 14 4 3 4 2 177

地域包括支援センター 1 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 20

計 22 19 35 27 24 31 35 48 31 21 28 39 2 13 12 12 10 409

計

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁ ⒂ ⒃ ⒄
中

央

上

町

鴨

池

北

鴨

池

南

城

西

武
・
田
上

谷

山

北

谷
山
中
央

谷

山

南

伊

敷

台

西

伊

敷

吉

野

桜

島

吉

田

郡

山

松

元

喜

入

訪問介護（ホームヘルプ） 12 10 16 12 12 12 15 20 8 8 8 12 2 4 2 4 2 159

訪問入浴介護 1 1 1 3 1 7

訪問看護 8 8 15 16 9 12 10 15 4 3 7 8 1 1 1 2 4 124

訪問リハビリテーション 2 2 1 1 2 1 1 10

通所介護（デイサービス） 5 7 4 5 4 7 8 8 11 7 6 11 1 6 1 3 2 96

通所リハビリテーション（デイケア） 1 1 1 1 4

短期入所生活介護（ショートステイ） 1 3 2 3 1 4 6 5 6 2 5 6 1 1 1 1 4 52

短期入所療養介護（ショートステイ） 2 2

特定施設入居者生活介護 1 6 1 1 2 1 2 1 1 1 17

福祉用具貸与 3 4 3 3 5 3 6 5 2 1 5 2 2 1 45

特定福祉用具販売 3 4 3 3 5 3 6 5 2 1 5 2 2 1 45

居宅介護支援 8 16 23 16 12 13 7 12 16 7 15 13 1 5 4 2 4 174

居宅療養管理指導 1 2 1 1 2 7

介護予防支援 3 1 3 1 1 2 2 3 3 1 1 2 1 2 1 1 4 32

計 47 48 79 63 47 62 58 83 59 34 46 63 7 24 10 18 26 774

計
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（４）介護予防・生活支援サービス事業所           （単位：か所） 

 

 

 

 

 

 

 （注） 令和８年４月１日現在 

 

 

４ 圏域別の有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況 

（１）施設数                        （単位：か所） 

 

 

 

 

 （注）１ 令和８年４月１日現在 

 ２ 指定特定施設は、特定施設入居者生活介護（地域密着型含む）の指定を受けたもの。 

 

（２）定員数                        （単位：人） 

 

 

 

 

 （注）１ 令和８年４月１日現在 

 ２ 指定特定施設は、特定施設入居者生活介護（地域密着型含む）の指定を受けたもの。 

 

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁ ⒂ ⒃ ⒄
中

央

上

町

鴨

池

北

鴨

池

南

城

西

武
・
田
上

谷

山

北

谷
山
中
央

谷

山

南

伊

敷

台

西

伊

敷

吉

野

桜

島

吉

田

郡

山

松

元

喜

入

予防型訪問介護事業所 8 8 14 10 12 11 11 16 7 7 8 11 2 4 2 4 1 136

生活支援型訪問介護事業所 6 3 5 3 2 6 8 3 2 3 5 4 3 53

予防型通所介護事業所 15 17 16 15 14 17 20 23 23 13 18 20 1 9 4 6 4 235

ミニデイ型通所介護事業所 1 3 1 1 1 1 1 4 1 1 1 16

運動型通所介護事業所 1 5 2 1 2 4 2 3 2 1 23

計 30 29 43 29 31 35 41 45 36 23 37 39 3 17 7 12 6 463

計

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁ ⒂ ⒃ ⒄
中

央

上

町

鴨

池

北

鴨

池

南

城

西

武
・
田
上

谷

山

北

谷
山
中
央

谷

山

南

伊

敷

台

西

伊

敷

吉

野

桜

島

吉

田

郡

山

松

元

喜

入

6 9 15 10 4 5 18 27 17 7 8 15 8 4 8 9 170

指定特定施設 1 6 2 1 2 1 13

指定特定施設以外 6 8 9 10 4 5 16 27 16 5 8 15 8 4 7 9 157

10 1 2 3 5 3 3 2 1 4 6 1 1 42

指定特定施設 1 1 1 1 4

指定特定施設以外 10 1 1 2 5 2 3 2 1 4 6 1 38

16 10 17 13 9 8 18 30 19 8 12 21 0 8 4 9 10 212

計

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

計

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁ ⒂ ⒃ ⒄
中

央

上

町

鴨

池

北

鴨

池

南

城

西

武
・
田
上

谷

山

北

谷
山
中
央

谷

山

南

伊

敷

台

西

伊

敷

吉

野

桜

島

吉

田

郡

山

松

元

喜

入

167 224 677 255 83 102 440 717 387 105 315 499 143 71 173 189 4,547

指定特定施設 34 503 77 63 36 54 767

指定特定施設以外 167 190 174 255 83 102 363 717 324 69 315 499 143 71 119 189 3,780

320 27 59 52 114 99 107 56 41 104 92 18 27 1,116

指定特定施設 20 21 30 27 98

指定特定施設以外 320 27 39 31 114 69 107 56 41 104 92 18 1,018

487 251 736 307 197 201 440 824 443 146 419 591 0 143 71 191 216 5,663

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

計

計
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（２）基本的な目標と重点課題（案） 
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第４編 施策の体系 

この計画では、高齢者保健福祉・介護保険・認知症施策を総合的に推進す

るため、計画がめざす基本的な目標を掲げるとともに、その実現のために重

点的に取り組むべき課題を設定します。 

 

第１章 基本的な目標 

１ 生きがいづくり・社会参画の促進 

・明るく活力に満ちた高齢期を過ごせるよう、生きがいづくりの推進や

高齢者の社会参画を促進します。 

 

２ 高齢者の安心・快適な暮らしの確保 

・在宅生活を支援する福祉サービスや災害・感染症対策を充実するとと

もに、安全で住みよい環境づくりを推進し、高齢者の安心・快適な暮

らしを確保します。 

 

 ３ 認知症施策・権利擁護の推進 

（認知症オレンジシティかごしま推進計画） 

・認知症の人やその家族を社会全体で支え、誰もが幸せに自分らしく生

きることができる地域社会を目指し、市民、事業者と一体となって認

知症施策や高齢者の権利擁護に取り組む「認知症オレンジシティかご

しま」を推進します。 

 

 ４ 介護予防・地域支援体制の充実 

・地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの深化・推進を図るため、

多様な主体による生活支援体制等を充実させるとともに、介護予防や

保健予防の一体的な実施を推進します。 

 

 ５ 介護サービスの充実 

・介護サービスの質的向上を図るとともに、介護給付の適正化などサー

ビス提供のための体制づくりを推進し、介護サービスを充実します。 

 

第２章 重点課題とそれに対する取組 

これら５つの目標を達成するために、13の重点課題を掲げ、第５編に示す

高齢者保健福祉・介護保険事業・認知症オレンジシティかごしま推進計画の

各施策に取り組みます。 
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第４編 施策の体系 

 

 

施策の体系図（第９期計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）広報・相談体制の充実

（２）施設サービスの提供

（３）地域密着型サービスの提供

２ 介護サービスの質的向上 （１）介護サービス基盤の整備の促進

（２）介護人材確保・介護現場生産性向上の促進

３ サービス提供のための体制づくり （１）介護給付の適正化の推進

（４）地域づくりの支援

３ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 （１）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進

第５章「介護サービスの充実」
１ 介護保険対象サービスの提供 （１）在宅サービスの提供

（２）健康づくりの推進

（３）保健予防の充実

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 （１）高齢者を地域全体で支えるための体制整備

（２）在宅医療・介護の連携推進

（３）地域包括支援センターの機能強化

（２）認知症の人やその家族を支える支援体制の構築

２ 高齢者の権利擁護の推進 （１）成年後見制度の利用促進

（２）高齢者虐待防止対策の推進

第４章「介護予防・
　　　　地域支援体制の充実」

１ 介護予防・健康づくりの推進 （１）介護予防の充実

（２）高齢者が安心して暮らせるまちづくり

３ 災害・感染症対策の充実 （１）大規模災害や感染症など危機事象への対策の充実

第３章「認知症対策・
　　　　権利擁護の推進」

１ 認知症の人やその家族への支援の充実 （１）認知症に関する理解の促進や情報提供

２ 高齢者の社会参画の促進 （１）高齢者の多様な活動への支援

第２章「高齢者の安心・
　　　　快適な暮らしの確保」

１ 在宅福祉サービスの充実 （１）在宅生活を支援する福祉サービスの充実

２ 安全で住みよい環境づくりの推進 （１）高齢者のニーズに応じた住環境の整備

《基本的な目標》 《重点課題》 《施策の方向》

第１章「生きがいづくり・
　　　　社会参画の促進」

１ 生きがいづくりの推進 （１）生きがい・仲間づくりの推進
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第４編 施策の体系 

 

 

施策の体系図（第10期計画（案）） 

 

 

（２）広報・相談体制の充実

（２）施設サービスの提供

（３）地域密着型サービスの提供

２ 介護サービスの質的向上 （１）介護サービス基盤の整備の促進

（２）介護人材確保・介護現場生産性向上の促進

３ サービス提供のための体制づくり （１）介護給付の適正化の推進

（４）地域づくりの支援

３ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 （１）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進

第５章「介護サービスの充実」
１ 介護保険対象サービスの提供 （１）在宅サービスの提供

（２）健康づくりの推進

（３）保健予防の充実

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 （１）高齢者を地域全体で支えるための体制整備

（２）在宅医療・介護の連携推進

（３）地域包括支援センターの機能強化

（２）認知症の人やその家族を支える支援体制・
　　　社会参加の機会の充実

２ 高齢者の権利擁護の推進
（１）認知症の人の意思決定支援・
　　　成年後見制度の利用促進

（２）高齢者虐待防止対策の推進

第４章「介護予防・
　　　　地域支援体制の充実」

１ 介護予防・健康づくりの推進 （１）介護予防の充実

第３章「認知症施策・
　　　　権利擁護の推進」
　　　（認知症オレンジシティ
　　　　かごしま推進計画）

（３）認知症バリアフリーの推進

３ 災害・感染症対策の充実 （１）大規模災害や感染症などへの対策の充実

１ 認知症オレンジシティかごしまの推進 （１）認知症に関する理解の促進や情報提供

２ 高齢者の社会参画の促進 （１）高齢者の多様な活動への支援

（１）在宅生活を支援する福祉サービスの充実

２ 安全で住みよい環境づくりの推進 （１）高齢者のニーズに応じた住環境の整備

《基本的な目標》 《重点課題》 《施策の方向》

第１章「生きがいづくり・
　　　　社会参画の促進」

（２）高齢者が安心して暮らせるまちづくり

１ 生きがいづくりの推進 （１）生きがい・仲間づくりの推進

第２章「高齢者の安心・
　　　　快適な暮らしの確保」

１ 在宅福祉サービスの充実
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（３）施策の展開（案） 
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第５編 施策の展開 
 

 

 

第５編 施策の展開 

第１章 生きがいづくり・社会参画の促進 

 
１ 生きがいづくりの推進 

（１）生きがい・仲間づくりの推進 

【現状と課題】 

人生100年時代を見据え、高齢者をはじめ全ての人が生涯にわたって元気に

活躍し続けられる社会が求められています。長くなる高齢期をより充実したも

のにするために、高齢者の生きがいづくりを推進していく必要があります。 

 

【今後の方策】 

高齢者が生きがいを持って、明るく活力に満ちた高齢期を過ごすため、外出

の促進や高齢者同士のふれあい、世代間交流を図るための各種事業を実施し、

高齢者の生きがい・仲間づくりを推進します。 

 

【具体的取組】  

①敬老パス等の交付 ・敬老パス交付事業 

・すこやか入浴事業 

・友愛パス交付事業 

・友愛タクシー券交付事業 

②高齢者クラブ活動の 

推進 

・老人クラブ補助金交付事業 

③高齢者福祉センター等 

の管理 

・高齢者福祉センター等管理運営・施設整備事業 

④その他生きがい・ 

仲間づくりの推進 

・すこやか長寿まつり開催事業 

・高齢者ゲートボール場等管理事業 

・高齢者福祉バス運行事業 

・敬老祝事業 

・地域ふれあい交流助成事業 

・愛のふれあい会食事業 

・高齢者の元気応援協賛店登録事業 

・元気高齢者活動支援事業（再） 

・高齢者いきいきポイント推進事業（再） 

・高齢者生きがい支援パンフレット作成事業 
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第５編 施策の展開 
 

 

 

 ・公共施設等での使用料等の減免 

 

（※(再)は、主に位置づけられる施策の方向以外に再度掲げる取組。以下、同じ） 

 

２ 高齢者の社会参画の促進 

（１）高齢者の多様な活動への支援 

【現状と課題】 

平均寿命が延びる中、健康寿命も延伸し、高齢者の体力的な若返りや定年延

長などにより、社会参加や就業への意欲を持ち続ける高齢者も多くなっていま

す。 

そのような中、高齢者がそれぞれの意欲や能力に応じて、様々な活動に参画

する多様な機会を確保し、地域共生社会の重要な支え手、担い手としてその能

力を十分に発揮できる環境づくりが重要なことから、高齢者の多様な社会参画

を支援するとともに、就労を促進していく必要があります。 

 

【今後の方策】 

高齢期においても、希望に応じて、多様な活躍の機会が得られる環境を構築

するために、高齢者によるボランティア活動や生涯学習・スポーツ活動を推進

するなど、社会参画を支援するとともに、高齢者が長年培ってきた豊富な知識

や経験を生かすことができるよう、生活・就労支援センターかごしまを活用し、

シルバー人材センターとも連携して、就業機会の確保を図ります。 

 

【具体的取組】 

①社会参画支援 ・元気高齢者活動支援事業 

・高齢者いきいきポイント推進事業（再） 

・お達者クラブ運営支援事業（再） 

・よかよか元気クラブ活動支援事業（再） 

②生涯学習の推進 ・高齢者福祉センターにおける各種教養講座の開催 

・地域公民館、生涯学習プラザにおける講座の開催 

・高齢者指導者の育成 

③スポーツ活動の推進 ・健康体力づくり、生きがいづくりのための 

スポーツ活動の推進 

④ボランティア活動の 

推進 

・心をつなぐともしびグループ活動推進事業 

・お達者クラブ運営支援事業（再） 

・運動普及推進員支援事業（再） 

・食生活改善推進事業（再） 
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第５編 施策の展開 
 

 

 

 ・認知症オレンジサポーター養成事業 

（認知症等見守りメイトの養成）(再) 

・チームオレンジ設置運営支援事業（再） 

⑤高齢者クラブ活動の 

推進 

・老人クラブ補助金交付事業（再） 

⑥就労の促進 ・高年齢者就業機会確保等事業 

・就職困難者等雇用促進助成事業 

・労政広報紙発行事業 

・生活・就労支援センターかごしまの運営・活用 

・新規創業者等育成支援事業 
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第５編 施策の展開 
 

 

 

第２章 高齢者の安心・快適な暮らしの確保 

 

 

１ 在宅福祉サービスの充実 

（１）在宅生活を支援する福祉サービスの充実 

【現状と課題】 

高齢者の多くは介護が必要な状態になっても、可能な限り在宅で生活を続け

ることを希望する一方、健康や介護のことなどこれからの生活に不安を抱えて

います。特に、ひとり暮らしの高齢者の増加に伴い、日常生活の支援や見守り

の必要性が一層高まっています。このため、高齢者が住み慣れた地域で安心し

て快適に暮らせるよう、必要な福祉サービス（介護保険外サービス）等の充実

を図っていく必要があります。 

 

【今後の方策】 

在宅での介護を必要とする高齢者やその家族介護者、ひとり暮らし高齢者等

の保健衛生、福祉の向上、日常生活を支えるサービスの充実を図るとともに、

経済的負担の軽減及び介護による離職の防止に取り組み、高齢者が安心・快適

に暮らせるよう、各種福祉サービスの充実を図ります。 

 

【具体的取組】 

①在宅生活の支援 ・紙おむつ等助成事業 

・老人介護手当支給事業 

・家族介護講習会等開催事業 

・家族介護慰労金支給事業 

・ワーク・ライフ・バランスを目指す事業所 

応援事業 

・生活支援体制整備事業（再） 

・虚弱高齢者等福祉用具給付事業 

・寝たきり高齢者等理髪・美容サービス事業  

・寝たきり高齢者等寝具洗濯サービス事業 

・寝たきり高齢者等訪問歯科診療推進補助事業 

・特別障害者手当等支給事業 

②ひとり暮らし高齢者等 

への支援 

・ひとり暮らし高齢者等安心通報システム設置事業 

・高齢者福祉電話設置事業 

・心をつなぐ訪問給食事業 
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第５編 施策の展開 
 

 

 

 ・高齢者短期入所事業 

・高齢者見守り支援事業（再） 

・認知症オレンジサポーター養成事業 

（認知症等見守りメイトの養成）（再） 

・認知症おかえりサポート事業（再） 

・家庭ごみの高齢者等戸別収集サービス 

（まごころ収集）事業 

・粗大ごみの家屋内収集 

・エンディングノート作成等事業 

 

 ２ 安全で住みよい環境づくりの推進 

（１）高齢者のニーズに応じた住環境の整備 

【現状と課題】 

加齢により身体の機能が低下した場合など、高齢者ができるだけ自立し安心

して安全な在宅生活を営むためには、住宅のバリアフリー化に加え、見守りや

生活支援を含めた総合的な居住支援を図る必要があります。 

 

【今後の方策】 

個人の既存住宅のバリアフリー化を支援するとともに、高齢者に対する賃貸

住宅の供給促進に向けて、高齢者及び住宅の賃貸人双方に対する情報提供によ

る民間賃貸住宅への円滑な入居を促進し、安心して暮らすことができる居住の

確保を図ります。 

また、市営住宅においてもバリアフリー化を基本とした整備を進めるほか、

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅に対して、集団指導を実施す

るなど、指導の充実を図るとともに、介護サービス相談員を派遣するなど、サ

ービスの質の確保に努めます。 

 

【具体的取組】 

①住宅のバリアフリー化 ・高齢者住宅改造費助成事業 

・住宅改修支援事業 

②高齢者向け住宅の 

環境整備 

・高齢者住宅生活援助員派遣事業 

・市営住宅における高齢者等のためのバリアフリー

整備 

・市営住宅における高齢者世帯向け住宅の供給 

・セーフティネット住宅の登録促進 

・住宅確保サポート事業 
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③高齢者向け住宅の 

質の確保 

・有料老人ホーム等に対する集団指導の実施 

・有料老人ホーム等への指導や立入検査の実施 

・介護サービス相談員の派遣（再） 

 

（２）高齢者が安心して暮らせるまちづくり 

【現状と課題】 

加齢により身体の機能が低下した場合でも、高齢者が自立した日常生活や社

会生活を送ることができるまちづくりを推進することが重要です。そのため、

高齢者が安心して外出できるよう、施設や交通機関等の安全性・利便性の向上

を図る必要があります。 

また、高齢化の進行に伴い、高齢運転者による事故の割合が増加しているほ

か、消費者トラブルの高止まりなど、高齢者の安心した暮らしを取り巻く環境

は依然として厳しいため、交通安全教育の推進や消費者被害を防止していく必

要があります。 

 

【今後の方策】 

高齢者が生活しやすいまちづくりを推進するため、建築物、道路等のバリア

フリー化による安全性・利便性の向上や、高齢者への身体的負担の少ない交通

環境づくりに努めます。 

また、高齢者の特性等を踏まえた交通安全対策を推進するほか、消費者ト

ラブルに関する相談対応や消費者啓発を行うとともに、関係機関と連

携し、消費者被害の救済と未然防止を図ります。 

 

【具体的取組】 

①建築物、道路等の 

環境整備 

・高齢者等が生活しやすいまちづくりや環境づくり

の推進 

・自転車等の放置防止対策及び自転車等駐車場管理

運営事業 

・市道バリアフリー推進事業 

・公共交通ビジョン推進事業 

②交通機関の利便性の 

向上 

・敬老パス交付事業（再） 

・友愛パス交付事業（再） 

・友愛タクシー券交付事業（再） 

・低公害低床型バスの運行 

・超低床電車の運行 

・公共交通不便地対策事業 

・市街地内補完交通運行事業 
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③交通安全対策の推進 ・お達者クラブ交通安全教室事業 

・高齢者運転免許自主返納サポート制度 

④消費者被害の未然防止 ・消費生活相談事業 

・消費者啓発事業 

・Ａ（悪質商法）Ｂ（撲滅）Ｃ（シティ） 

消費者情報ネットかごしま事業 

・ともしびグループ活動支援事業（再） 

・認知症オレンジサポーター養成事業 

 （認知症等見守りメイトの養成）（再） 

⑤その他高齢者に 

やさしいまちづくりの 

推進 

・安心安全パートナーシップ事業 

・安心安全教育指導員設置事業 

 

３ 災害・感染症対策の充実 

（１）大規模災害や感染症などへの対策の充実 

【現状と課題】 

高齢者は、迅速・的確な避難等の行動が取りにくく、被災しやすいことや、

感染症り患時は重症化する危険性が高いことから、これまでの災害や感染症の

経験を踏まえた対策が不可欠です。 

介護事業所等においては、災害及び感染症対策に係る計画等の策定や訓練等

の実施、必要な物資の備蓄、設備等の整備など、平時から備えておかなければ

なりません。また、介護サービスは、利用者やその家族の生活のために欠かせ

ないものであり、災害や感染症の発生時においてもサービス提供の継続が求め

られます。そのため、日頃から関係機関や介護事業所等と連携し、災害や感染

症への対策の充実を図る必要があります。 

 

【今後の方策】 

本市の「地域防災計画」・「新型インフルエンザ等対策行動計画」や、介護

事業所等が作成する「非常災害対策計画」・「業務継続計画」等に基づき、災

害時における自力避難が困難な高齢者の安全確保を図るとともに、介護事業所

等での災害や感染症の対策に必要な物資の備蓄、設備等の整備を促進します。 

また、介護事業所等における避難確保計画に係る実効性を高めるための運用

支援を行うとともに、訓練等の実施や、必要な物資の備蓄状況を定期的に確認

するなど、関係機関等とも連携した取組を進めます。 
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【具体的取組】 

①災害への対策 ・介護事業所等への指導等の実施 

 （訓練や備蓄状況の定期的な確認の実施） 

・介護老人福祉施設等整備費補助事業（再） 

・避難行動要支援者避難支援等事業 

・自主防災組織育成促進事業 

②感染症への対策 ・介護事業所等への指導等の実施 

 （研修や備蓄状況の定期的な確認の実施） 

・介護老人福祉施設等整備費補助事業（再） 

・感染症予防医療事業（再） 

・新型インフルエンザ等対策行動計画推進事業 

・感染症に強いまちづくり推進事業 

・感染症予防計画の推進 
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第３章 認知症施策・権利擁護の推進 

（認知症オレンジシティかごしま推進計画） 

 

 

策定の趣旨 

国の推計では、令和22（2040）年には65歳以上の3.3人に１人が認知症または軽

度認知障害（MCI）になると見込まれており、本市においても認知症高齢者は増加

傾向にあるなど、今や誰もが認知症になり得る状況となっています。 

国の認知症施策推進基本計画では、認知症になったら何もできなくなるのでは

なく、認知症になってからも一人ひとりが希望を持って自分らしく暮らし続ける

ことができるという「新しい認知症観」に立ち、認知症の人が自らの意思に基づ

き社会生活を営むことができる共生社会の実現が求められています。 

このような中、本市においては、令和７年９月に「認知症オレンジシティかご

しま」を宣言し、認知症の人やその家族を社会全体で支え、誰もが幸せに自分ら

しく生きることができる地域社会を目指しているところです。 

これらの背景を踏まえ、本市の実情に応じた認知症施策を総合的かつ計画的に

推進するため、認知症オレンジシティかごしま推進計画を策定します。 

 

１ 認知症オレンジシティかごしまの推進 

（１）認知症に関する理解の促進や情報提供 

【現状と課題】 

共生社会の実現のためには、認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関

する正しい理解を深めるとともに、認知症に関する相談窓口の認知度が低い現

状を踏まえ、本人や家族等が必要なサービスへつながるよう、適切に情報を提

供する必要があります。 

 

【今後の方策】 

幅広い世代において認知症に関する理解の促進を図るため、学校や企業等と

連携しながら普及啓発及び学習機会の充実に取り組みます。 

また、認知症の進行に応じた支援内容や認知症の予防、早期発見・早期対応

につながる情報を分かりやすく提供し、相談窓口やサービスの周知を適切に行

います。 
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【具体的取組】 

①認知症に関する理解の 

促進 

・認知症月間（世界アルツハイマー月間）に 

合わせたイベントの開催 

・市民向けセミナー等における認知症の 

相談・体験の機会の提供 

・認知症オレンジサポーター養成事業 

 （認知症サポーターの養成、認知症介護教室） 

・市政出前トークを活用した普及・啓発 

・学校における知識及び理解を深める教育の推進 

・企業等と連携した理解促進の取組 

・認知症ケアパスの普及（再） 

・認知症おうえんナビ運用事業（再） 

・福祉読本作成事業（再） 

・シニア世代のヘルスプロモーション事業（再） 

・お達者クラブ運営支援事業（再） 

・すこやか長寿健康支援事業（再） 

②認知症に関する 

情報提供 

・認知症ケアパスの普及 

・認知症おうえんナビ運用事業 

・地域包括支援センター運営事業（再） 

・認知症施策推進事業（認知症介護の電話相談） 

（再） 

・相談窓口の周知・広報 

・認知症対応型共同生活介護（グループホーム）等

の情報提供 

・市政出前トークを活用した普及・啓発（再） 

 

（２）認知症の人やその家族を支える支援体制・社会参加の機会の充実 

【現状と課題】 

認知症の人やその家族が安心して地域での生活を継続できるように、早期発

見・早期対応に向けた取組の推進及び相談体制や地域における支援体制の充実

が図られることに加えて、認知症の人が孤立することなく、生きがいや希望を

持って暮らすために、多様な社会参加の機会を確保する必要があります。 

 

【今後の方策】 

地域包括支援センターに配置する認知症地域支援推進員を中心に、地域にお

ける支援体制の充実と早期発見や早期対応に向けた取組の推進を図るほか、健

康づくりや生きがいづくり等による認知症予防を進めます。 
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また、本人やその家族の地域における交流や社会活動への参画支援のほか、

企業との連携による見守りネットワークの構築や地域包括支援センターと県若

年性認知症支援コーディネーターとの連携による対象者への支援の実施など、

認知症になっても安心して暮らせる地域づくりを推進します。 

 

【具体的取組】 

①認知症の早期発見・ 

早期対応に向けた 

取組の推進、 

相談体制の充実 

・認知症初期集中支援推進事業 

・地域包括支援センター運営事業（再） 

・認知症施策推進事業（認知症介護の電話相談） 

・精神保健福祉推進事業（再） 

②認知症予防の推進 ・生きがい・仲間づくりの推進 

（再：第１章１（１）） 

・介護予防の充実（再：第４章１（１）） 

・健康づくりの推進（再：第４章１（２）） 

③地域における支援体制 

の構築 

・認知症施策推進事業 

（認知症地域支援推進員及び嘱託医の設置） 

・認知症オレンジサポーター養成事業 

（認知症等見守りメイトの養成） 

・チームオレンジ設置運営支援事業 

・高齢者見守り支援事業 

・認知症おかえりサポート事業 

・企業との連携による見守り活動促進 

・ＳＯＳネットワークシステム（県警実施）との 

連携 

・本人ミーティング・家族交流会の開催 

・認知症対応型共同生活介護（グループホーム）等 

の整備 

・消費生活センターとの連携 

・エンディングノート作成等事業（再） 

④社会参加の機会の確保 ・本人ミーティング・家族交流会の開催（再） 

・チームオレンジ設置運営支援事業（再） 

・生きがい・仲間づくりの推進 

（再：第１章１（１）参照） 

・高齢者の多様な活動への支援 

（再：第１章２（１）参照） 

・若年性認知症の人への支援 
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（３）認知症バリアフリーの推進 

【現状と課題】 

認知症の人が住み慣れた地域で尊厳を保持しながら自分らしく暮らし続ける

ために、日常生活や社会参加等の様々な場面において障壁を減らしていく取組

（認知症バリアフリー）が求められており、地域全体で支える取組の充実が重

要となっています。認知症バリアフリーは、認知症以外の人にとっても暮らし

やすい社会となることから、各関連分野と連携した総合的な取組として行う必

要があります。 

 

【今後の方策】 

公共交通や生活環境の整備などのハード面と、地域の支援体制などのソフト

面の両面から「認知症バリアフリー」を推進し、認知症の人が地域で安心して

自分らしく暮らし続けることができる環境の整備を図ります。 

 

【具体的取組】 

①災害時における対応 ・災害への対策（再：第２章３（１）参照） 

②住宅施策・福祉施策 

の連携による 

居住支援 

・住宅のバリアフリー化（再：第２章２(１)参照） 

・高齢者向け住宅の環境整備 

（再：第２章２(１)参照） 

③高齢者へのスマート 

フォンの活用 

・市民ＩＣＴ利活用事業（再） 

④移動のための 

交通手段や 

交通安全の確保 

・交通機関の利便性の向上 

（再：第２章２(２)参照） 

・交通安全対策の推進（再：第２章２(２)参照） 

 

２ 高齢者の権利擁護の推進 

（１）認知症の人の意思決定支援・成年後見制度の利用促進 

【現状と課題】 

高齢化の進行に伴い認知症高齢者が増加する中、判断能力が十分でなくなり、

預貯金などの管理や介護サービスの契約などを自分ですることが難しくなった

場合でも、認知症の人等が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができ、

自らの意思によって日常生活及び社会生活を営むことができるように、意思決

定の適切な支援と権利利益の保護を図ることが必要とされています。 

国においては、第二期成年後見制度利用促進基本計画の中で、本人にとって

適切な時機に必要な範囲・期間で利用でき、状況に応じて後見人等を円滑に交

代できるような制度の見直しや運用改善を行い、総合的な権利擁護支援策の充
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実及び地域連携ネットワークの構築に取り組むこととしており、本市において

もこれらの取組を推進する必要があります。 

 

【今後の方策】 

認知症などにより判断能力の低下が見られる場合でも、自らの意思によって

日常生活及び社会生活を営むことができるように、本人やその家族の思いや希

望を聞き取る機会を充実させるとともに、関係機関と連携し日常生活の自立支

援や成年後見制度の利用を促進するなど、認知症の人への意思決定の適切な支

援と権利擁護を図ります。 

また、成年後見制度の利用促進に当たっては、民法改正に伴う制度見直しの

動向を注視しながら必要な対応を取るとともに、県弁護士会など専門職団体や

民間・地域関係団体などで構成する「成年後見制度推進協議会」において、適

切な後見人等の選任や市民後見人の育成、不正防止の徹底など、具体的な取組

内容等について協議するほか、同協議会のネットワークを活用して、支援が必

要な人を適切に制度の利用に繋げます。 

 

【具体的取組】 

①意思決定支援 ・本人ミーティング等での 

意思決定支援ガイドラインの普及 

・認知症ケアパスへの意思決定支援内容の掲載 

・消費生活センターとの連携（再） 

・チームオレンジ設置運営支援事業（再） 

・エンディングノート作成等事業（再） 

②成年後見制度等の 

利用促進 

・成年後見制度利用支援事業 

・成年後見制度利用促進事業 

（成年後見センター運営業務、 

成年後見制度推進協議会の運営） 

・市民後見人の育成 

・福祉サービス利用支援事業の広報・案内 

 

（２）高齢者虐待防止対策の推進 

【現状と課題】 

 高齢者虐待は、家族等の介護疲れなどに起因するストレスの増大や、家庭内

における精神的・経済的な依存関係等のバランスの崩れなど、様々な要因が重

なり合って発生しており、早期発見・早期対応や高齢者及び養護者への支援が

必要です。 

 また、養介護施設従事者等による高齢者虐待も発生しており、研修等の実施
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による介護事業所等における対応力の強化が必要です。 

 

【今後の方策】 

警察など関係機関で構築されたネットワークを活用し、高齢者虐待の防止や

早期発見、虐待を受けた高齢者や養護者に対する支援を行うとともに、発生し

た虐待の要因等を分析し、再発防止に取り組むほか、介護事業所等に対し、虐

待の発生又はその再発を防止するため、養介護施設従事者等への研修実施を求

めるなど、県と連携して、高齢者虐待防止対策を推進します。 

 

【具体的取組】 

①高齢者虐待防止対策 

の推進 

・高齢者虐待防止ネットワーク推進事業 

・高齢者虐待防止研修会の開催 

・高齢者虐待防止に関する県や他団体の情報提供 

・介護事業所等への指導等の実施 

・地域包括支援センターによる権利擁護の推進 
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第４章 介護予防・地域支援体制の充実 

 

 

１ 介護予防・健康づくりの推進 

（１）介護予防の充実 

【現状と課題】 

高齢者は、加齢に伴う身体的な機能の低下や複数の慢性疾患に加え、社会的

な繋がりが希薄になるなど多様な課題や不安を抱えていることから、虚弱な状

態であるフレイルになりやすい傾向にあります。そのため、生活習慣病の発症

や重症化予防及び心身機能の低下防止を図り、在宅で自立した生活が送れるよ

う、フレイル予防や介護予防の取組を推進することが必要となっています。 

   

【今後の方策】 

介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、フレイル予防や介護予防のため

の多様なサービス提供のみならず、活動的で生きがいを持てる生活を営むこと

ができるよう通いの場への参加を促す等、高齢者本人を取り巻く環境へのアプ

ローチを含めた介護予防の充実を図ります。 

 

【具体的取組】 

①サービス・活動事業の

充実 

・訪問型サービス事業 

・通所型サービス事業 

・訪問型短期集中予防サービス 

（訪問型個別支援）事業 

・訪問型住民主体サービス事業 

②一般介護予防事業の 

充実 

・介護予防等の支援が必要な高齢者の把握 

・シニア世代のヘルスプロモーション事業 

・一般介護予防（口腔・栄養・運動）複合教室事業 

・地域リハビリテーション活動支援事業 

・お達者クラブ運営支援事業 

・よかよか元気クラブ活動支援事業 

・高齢者いきいきポイント推進事業 

・高齢者料理教室支援事業 

・高齢者のしおり作成事業 

・心をつなぐともしびグループ活動推進事業（再） 
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③介護予防推進のための 

体制づくり 

・地域包括支援センターの機能強化（再） 

・地域ケア会議等の開催（再） 

・生活支援体制整備事業（再） 

 

（２）健康づくりの推進 

【現状と課題】 

肥満や運動不足、食塩のとり過ぎなど､生活習慣に課題のある人や、ストレ

スなどにより、こころに悩みを抱えている人が増えていることから、市民一人

ひとりが自分にあった健康づくりや生活習慣の改善を図り、健康寿命の延伸に

取り組む必要があります。 

 

【今後の方策】 

鹿児島市健康増進計画（「かごしま市民すこやかプラン」）やかごしま市食

育推進計画に基づく様々な取組により、関係機関等と連携して、市民一人ひと

りが主体的な健康づくりや生活習慣の改善に取り組めるよう支援します。 

 

【具体的取組】 

①市民参画による 

健康づくり 

・健康増進計画推進事業 

・受動喫煙防止対策事業 

・働く世代の健康づくり事業 

・地域保健活動事業 

②運動による健康づくり ・運動普及推進員支援事業 

③食を通じた健康づくり ・食育推進事業 

・栄養改善対策事業 

・食生活改善推進事業 

④こころの健康づくり ・シニア世代のヘルスプロモーション事業（再） 

・精神保健福祉推進事業 

・自殺対策事業 

⑤温泉等を活用した 

健康づくり 

・健康増進施設管理運営事業 

・スパランド裸・楽・良管理運営事業 

・マリンピア喜入管理運営事業 

⑥ボランティア等による 

健康づくり 

・お達者クラブ運営支援事業（再） 

・運動普及推進員支援事業（再） 

・食生活改善推進事業（再） 

・精神保健福祉推進事業（再） 
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（３）保健予防の充実 

【現状と課題】 

高齢化の進行やライフスタイルの変化等に伴い、高血圧症や糖尿病などの生活

習慣病やこころの病、感染症等にかかるリスクが高まっています。また、高齢者

の健診等の受診率が低く、疾病の早期発見・早期対応が十分に図られていないこ

とが課題となっています。 

このため、受診率の向上をはじめとした保健予防の充実や重症化予防を推進し、

健康寿命の延伸に向けた取組が求められています。 

 

【今後の方策】 

健康寿命の延伸及び生活の質の向上を図るため、長寿健康診査等の受診勧奨や

生活習慣病の発症及び重症化の予防のための支援を行うとともに、定期予防接種

の実施などにより感染症の発生及びまん延の防止を図ります。 

また、こころの病への相談支援、難病患者等への地域における療養についての

施策を推進します。 

 

【具体的取組】 

①各種健（検）診等の 

実施 

・長寿健康診査事業 

・特定健康診査事業 

・元気いきいき検診事業 

・はり・きゅう施設利用補助 

・人間ドック・脳ドック利用補助 

②正しい生活習慣を 

身につけるための 

健康教育 

・生活習慣改善支援事業 

・シニア世代のヘルスプロモーション事業（再） 

・すこやか長寿健康支援事業（再） 

③利用しやすい 

健康相談体制の充実 

・生活習慣改善支援事業（再） 

・シニア世代のヘルスプロモーション事業（再） 

・すこやか長寿健康支援事業（再） 

④訪問指導等による 

個別支援 

・生活習慣改善支援事業（再） 

・健診受診者保健指導事業 

・すこやか長寿健康支援事業（再） 

⑤感染症予防対策 ・胸部エックス線撮影健康診断事業 

・結核予防医療事業 

・定期予防接種事業 

・感染症予防医療事業 

⑥精神保健福祉対策 

 

・精神保健福祉推進事業（再） 

・精神障害者相談事業 
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 ・精神保健福祉交流センター管理運営事業 

⑦難病患者支援対策 ・難病患者地域支援事業 

・難病ガイドブック作成配布事業 

⑧歯科保健対策 ・元気いきいき検診事業（再） 

・歯科保健事業 

 

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

（１）高齢者を地域全体で支えるための体制整備 

【現状と課題】 

高齢者人口の増加と生産年齢人口の減少が進む中、高齢単身世帯等の増加や

地域のつながりの希薄化などにより、高齢者を地域全体で支えあう社会を構築

することが求められています。 

多くの高齢者は要介護状態になっても自分が住み慣れた地域での生活を続け

ることを希望しているため、日常生活圏域において、多様なサービスを切れ目

なく提供できる体制づくりが必要となっています。 

とりわけ、自立支援・重度化防止を図るうえでは、日常生活の活動能力を高

めるリハビリテーションが必要となっており、地域における社会参加の促進を

含め、生活の質の向上に向けたサービス提供体制のさらなる充実が求められて

います。 

 

【今後の方策】 

高齢者が、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を人生の最期まで続けることができるよう、地域の実情に応じて、医療、介護、

介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確保される地域包括ケアシス

テムの深化・推進を図り、高齢者を地域全体で支えるための各種取組を推進し

ます。 

 

【具体的取組】 

①在宅医療・介護の連携 

推進 

 

 

 

 

 

・地域の医療・介護サービス資源の把握（再） 

・在宅医療・介護に関する在宅医療の 

パンフレット配布（再） 

・在宅医療・介護に関する市民向け講演会の開催 

（再） 

・在宅医療・介護従事者向け研修会の開催（再） 

・在宅医療・介護連携に関する相談支援（再） 

・エンディングノート作成等事業（再） 
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 ・認知症施策推進事業 

（認知症地域支援推進員及び嘱託医の設置）(再) 

・認知症初期集中支援推進事業（再） 

②介護保険サービス及び 

介護予防サービスの 

充実強化 

・在宅サービス・地域密着型サービスの整備 

・サービス・活動事業 

・一般介護予防事業 

③自立支援・重度化防止 

のための体制づくり 

・介護サービス事業所への普及・啓発 

・地域リハビリテーション活動支援事業（再） 

・地域ケア会議等の開催（再） 

・在宅医療と介護の連携推進事業 

・介護サービス事業者等講演会の開催（再） 

④高齢者のニーズに 

応じた住宅の提供 

・有料老人ホーム、軽費老人ホーム、 

養護老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅 

などの情報提供 

・市営住宅における高齢者等のための 

バリアフリー整備（再） 

・軽費老人ホーム（谷山荘）管理運営事業 

・軽費老人ホーム（ケアハウス）事務費補助事業 

⑤多様な生活支援 

サービスの提供 

・ひとり暮らし高齢者等安心通報システム設置事業 

（再） 

・心をつなぐともしびグループ活動推進事業（再） 

・心をつなぐ訪問給食事業（再） 

・生活支援体制整備事業 

⑥地域包括支援センター 

を中心とした地域 

ネットワークの構築 

・地域ケア会議等の開催（再） 

・地域包括支援センター運営協議会の開催（再） 

・地域包括支援センター運営事業（再） 

⑦認知症の人やその家族 

への支援 

・認知症施策推進事業（再） 

・認知症初期集中支援推進事業（再） 

・認知症オレンジサポーター養成事業（再） 

・認知症おかえりサポート事業（再） 

・チームオレンジ設置運営支援事業（再） 

⑧地域共生社会の実現に 

向けた取組 

・重層的支援体制の整備（再） 

⑨頼れる身寄りのない 

高齢者等への対応 

・地域ケア会議の活用推進 

・成年後見制度利用促進事業（再） 

・生活困窮者自立支援事業 
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（２）在宅医療・介護の連携推進 

【現状と課題】 

本市では、要支援・要介護認定者のうち、約６割が在宅医療を利用している、

または、利用したいとの意向を示しています。 

医療と介護双方のサービスを利用する高齢者の増加が見込まれることから、

医療と介護の関係者間、関係機関間の情報提供や情報共有を効率的に行うなど、

医療と介護の一層の連携を図ることが必要となっています。 

 

【今後の方策】 

医療と介護の両方のサービスを必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、切れ目のない

在宅医療・介護の提供体制を構築するため、県とも連携しながら、医療機関と

介護事業所等の関係者との協働・連携をさらに推進します。 

 

【具体的取組】 

①切れ目のない在宅医療 

 ・介護従事者の 

連携体制の構築 

・在宅医療・介護の連携推進協議会の開催 

・在宅医療・介護従事者向け研修会の開催（再） 

・在宅医療・介護サービスの情報の共有支援 

・二次医療圏内の関係市町村の連携 

・緊急時に備えた救急情報シートの普及啓発 

②在宅医療に関する 

情報提供 

・地域の医療・介護サービス資源の把握 

・在宅医療・介護連携に関する相談支援 

・在宅医療・介護に関する在宅医療のパンフレット 

配布 

・在宅医療・介護に関する市民向け講演会の開催 

・アドバンス・ケア・プランニング（人生会議）の 

普及・啓発 

・エンディングノート作成等事業（再） 

③在宅医療・介護従事者 

 の資質向上 

・在宅医療・介護従事者向け研修会の開催 

④認知症の人やその家族 

に対する支援 

・認知症施策推進事業 

（認知症地域支援推進員及び嘱託医の設置）(再) 

・認知症初期集中支援推進事業（再） 

 

（３）地域包括支援センターの機能強化 

【現状と課題】  

本市では、圏域ごとに地域包括支援センターを17か所、さらにサブセンター
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を３か所に設置しており、地域において、高齢者やその家族への相談支援、介

護予防ケアマネジメント、虐待防止、権利擁護等の業務を行っています。  

高齢者人口の増加とともに、利用者も着実に増えてきており、頼れる身寄り

のない高齢者や認知症高齢者の家族、ヤングケアラーなど家族介護者への支援

に加え、障害福祉や児童福祉など他分野との連携を促進するなど、地域におけ

る役割が一層重要となっていることから、同センターの機能強化を図る必要が

あります。 

 

【今後の方策】 

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るための

中核機関であり、地域共生社会の実現に向けて、その役割はさらに重要なもの

となってきていることから、圏域内の高齢者人口に応じて適切に職員を配置す

るなど、同センターが相談支援や介護予防ケアマネジメント、虐待防止、権利

擁護等の機能を最大限発揮するとともに、他分野との連携促進を図る体制整備

と環境づくりを進めます。 

 

【具体的取組】 

①地域包括支援センター 

の体制整備 

・地域包括支援センター運営事業 

（適正な職員配置等） 

・生活支援体制整備事業 

（生活支援コーディネーターの設置）（再） 

・認知症施策推進事業 

（認知症地域支援推進員及び嘱託医の設置）(再) 

・認知症初期集中支援推進事業（再） 

・チームオレンジ設置運営支援事業 

（チームオレンジコーディネーターの設置）(再) 

・地域包括支援センター運営協議会の開催 

②地域の関係機関との 

連携 

・地域ケア会議等の開催 

・地域包括支援センターによる関係機関等との 

ネットワーク構築 

③地域包括支援センター 

の役割の明確化 

・地域包括支援センター事業実施方針に基づいた 

業務運営 

④家族介護者への支援 ・認知症施策推進事業（再） 

・認知症初期集中支援推進事業（再） 

・認知症オレンジサポーター養成事業 

（認知症見守りメイトの養成、認知症介護教室） 

（再） 
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 ・認知症おかえりサポート事業（再） 

・チームオレンジ設置運営支援事業（再） 

・ヤングケアラーを支援する関係機関との 

連携による相談支援 

・ヤングケアラーが介護している高齢者に対する 

各種サービスの情報提供 

⑤地域共生社会の実現に 

向けた取組 

・重層的支援体制整備事業における相談支援 

⑥頼れる身寄りのない 

高齢者等への相談 

・地域包括支援センターにおける総合相談の実施 

 

 

（４）地域づくりの支援 

【現状と課題】 

地域のつながりが希薄化する中、高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯が増加して

きており、地域で孤立しやすい状況におかれている方への対応が、これまで以

上に求められています。そのため、校区社会福祉協議会や地域コミュニテ

ィ協議会、民生委員・児童委員、町内会、高齢者クラブ、市民活動団体

など地域の関係団体が緊密に連携しながら、地域住民が主役の福祉活動

を推進していく必要があります。 
 

【今後の方策】 

高齢者が地域で孤立せずに安心して暮らせるよう、地域による福祉活動を推

進するため、「鹿児島市地域福祉計画」や「鹿児島市コミュニティビジョン」

等を基本に、地域コミュニティ組織間の連携の支援や地域福祉ネットワークの

推進に努めるとともに、地域住民が共に助け合い、支え合う地域づくりを支援

します。 

 

【具体的取組】 

①地域福祉の推進 ・地域福祉ネットワークの推進 

・民生委員・児童委員による援護を必要とする 

住民の見守りと相談支援活動の推進 

・民生委員児童委員見守り活動支援事業 

・関係機関団体相互の意見交換会等の実施 

・ボランティア活動の促進、啓発 

・重層的支援体制の整備 

②住民参加の促進 ・老人クラブ補助金交付事業（再） 

・地域ケア会議等の開催（再） 
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 ・生活支援体制整備事業（再） 

・お達者クラブ運営支援事業（再） 

・よかよか元気クラブ活動支援事業（再） 

③地域福祉の関係団体の 

育成、支援 

・心をつなぐともしびグループ活動推進事業（再） 

・地域福祉推進事業 

・社会福祉協議会補助金  

・民生委員児童委員活動促進事業 

・地域福祉館管理運営事業 

・地域保健活動事業（再） 

・コミュニティビジョン推進事業 

・ボランティア推進校支援事業補助金 

④福祉への理解の促進 ・保育所地域活動事業（世代間交流等事業） 

・福祉読本作成事業 

・学校における福祉、ボランティア活動 

・地域ふれあい交流助成事業（再） 

・すこやか長寿まつり開催事業（再） 

 

 

地域包括ケアシステムのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）厚生労働省資料「第10期介護保険事業計画における手順について」 
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３ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

（１）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

【現状と課題】 

 高齢者は複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的な繋がりが低下するといっ

たいわゆるフレイル状態になりやすい傾向にあることから、高齢者一人ひとりに

対して、きめ細かな支援を実施するため、生活習慣病等の疾病予防・重症化予防

と、フレイル対策等の介護予防を一体的に実施することが必要となっています。 

 

【今後の方策】 

 人生100年時代を見据え、健康寿命の延伸を図るため、医療、介護、健康診査

等のデータ分析により地域及び高齢者の健康課題を把握するとともに、高齢者へ

の個別的支援や通いの場等への積極的な関与を行い、保健事業の質の向上を図り

ながら、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を推進します。 

 

【具体的取組】 

①地域課題の分析と 

対象者の把握や 

医療関係団体等との 

連携 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 

②高齢者に対する 

個別的支援 

（ハイリスク 

アプローチ） 

・すこやか長寿健康支援事業 

③通いの場等への 

積極的な関与 

（ポピュレーション 

アプローチ） 

・すこやか長寿健康支援事業（再） 

・シニア世代のヘルスプロモーション事業（再） 

・よかよか元気クラブ活動支援事業（再） 

・お達者クラブ運営支援事業（再） 

・地域リハビリテーション活動支援事業（再） 

・一般介護予防（口腔・栄養・運動）複合教室事業 

（再） 
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第５章 介護サービスの充実 

 

 

１ 介護保険対象サービスの提供 

（１）在宅サービスの提供 

【現状と課題】 

多くの高齢者は要介護状態になっても在宅での生活を希望しています。その

ような方が可能な限り在宅での生活を続けられるよう、在宅サービスの円滑な

提供を確保する必要があります。 

 

【今後の方策】 

在宅サービスについては、今後とも適正なサービス利用量を見込み、事業者

に情報を提供するほか、地域における介護サービス需要の状況やサービス提供

の実情に係る課題を把握し、必要なサービス量が確保されるよう努めます。 

 

【具体的取組】 

①介護保険対象サービス 

の提供 

・訪問介護（ホームヘルプ） 

・訪問入浴介護 

・訪問看護 

・訪問リハビリテーション 

・居宅療養管理指導 

・通所介護（デイサービス） 

・通所リハビリテーション（デイケア） 

・短期入所生活介護（ショートステイ） 

・短期入所療養介護（ショートステイ） 

・特定施設入居者生活介護 

・福祉用具貸与 

・特定福祉用具販売 

・住宅改修費支給 

・居宅介護支援 

②サービス利用の促進 ・住宅改修支援事業（再） 

・訪問介護等利用者負担助成事業 

・低所得者利用者負担助成事業 

・介護ワンストップサービス 
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（２）施設サービスの提供 

【現状と課題】 

身体の状態や家庭の状況等により、在宅での生活を継続していくことが困難

となり、施設に入所する高齢者が増加しています。これに対応するため、施設

への入所待機者の状況等も踏まえ、施設サービス基盤を確保する必要がありま

す。 

 

【今後の方策】 

施設サービスについては、今後とも利用実績や入所待機者の状況、介護保険

料への影響などを考慮しながら、必要数を確保します。 

 

【具体的取組】 

①介護保険対象サービス 

の提供 

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

・介護老人保健施設 

・介護医療院 

②サービス利用の促進 ・低所得者利用者負担助成事業（再） 

 

（３）地域密着型サービスの提供 

【現状と課題】 

多くの高齢者は要介護状態になっても住み慣れた地域での生活を希望してい

ます。そのような方が可能な限り住み慣れた地域での生活を続けられるよう、

地域密着型サービスの円滑な提供を確保する必要があります。 

 

【今後の方策】 

地域密着型サービスについては、今後とも適正なサービス利用量を見込み、

事業者に情報を提供するほか、地域における介護サービス需要の状況やサービ

ス提供の実情に係る課題を把握し、必要なサービス量が確保されるよう努める

とともに、日常生活圏域において可能な限り均一にサービスが提供できるよう

整備を促進します。 

 

【具体的取組】 

①介護保険対象サービス 

の提供 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
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 ・看護小規模多機能型居宅介護 

・地域密着型通所介護 

②サービス利用の促進 ・訪問介護等利用者負担助成事業（再） 

・低所得者利用者負担助成事業（再） 

 

２ 介護サービスの質的向上 

（１）介護サービス基盤の整備の促進 

【現状と課題】 

高齢化の進行が見込まれる中、要介護状態になっても、可能な限り住み慣れ

た地域での生活を継続することを希望する高齢者や、在宅での生活を継続して

いくことが困難となり、施設に入所することを希望する高齢者など、様々な介

護ニーズに対応できるよう、また、地域の実情に応じたサービス提供体制が確

保されるよう、介護サービス基盤の整備を促進する必要があります。 

 

【今後の方策】 

在宅サービスについては、必要なサービス提供体制が確保されるよう、介護

サービス需要の状況やサービス提供体制の実情に係る課題の把握に努めます。 

施設サービス・地域密着型サービスについては、これまでの利用実績や入所

待機者の状況、介護保険料への影響、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者

向け住宅の設置状況を考慮し、老朽化した施設の建て替えや修繕を含む必要な

整備を推進するとともに、施設入所者の生活環境の向上を図るため、利用者の

ニーズを考慮しながら介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等のユニット

化などを促進します。 

 

【具体的取組】 

①施設サービス・ 

地域密着型サービス 

基盤の整備 

・介護老人福祉施設等整備費補助事業 

②老朽化した介護老人 

福祉施設等の建て替え 

・修繕の促進 

・介護老人福祉施設等整備費補助事業（再） 

③介護老人福祉施設等の 

ユニットケアの促進 

・介護老人福祉施設等整備費補助事業（再） 
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（２）介護人材確保・介護現場生産性向上の促進 

【現状と課題】 

高齢者人口の増加に伴い、介護サービス需要が更に高まる一方、生産年齢人

口の減少が見込まれる中、利用者が安心して質の高い介護サービスを受けられ

るようにするためには、介護人材を確保・育成するための取組に加え、将来に

わたって安定的な介護サービスの提供体制を確保していく観点から、職員の負

担軽減、職場環境の改善などの介護現場の生産性向上の取組を一体的に推進す

る必要があります。 

 

【今後の方策】 

介護人材確保のため、新規就労につながる取組や職場環境改善に向けた取組

の実施、介護職場の魅力発信など、就労促進や早期離職の防止に努めるととも

に、介護支援専門員や介護職員などを対象とした研修・講習会を開催するなど、

県と連携して、介護に携わる人材の育成を図ります。 

また、オンライン申請システムの活用や、職場環境等の改善に向けた研修や

改善事例の共有、介護ロボットやＩＣＴの活用事例の周知など、県と連携して、

介護現場の生産性向上を促進する取組を推進します。 

 

【具体的取組】 

①介護人材の確保 ・関係団体と連携した新規就労促進の取組 

・介護事業者経営力強化研修の実施（再） 

・職場環境等の改善事例を共有する取組 

・関係団体と連携した学校講話の実施 

・進学・就職応援フェア 

「みらいワーク“かごしま”」等による魅力発信 

・介護人材の確保に資する県や他団体の情報提供 

・介護人材の確保支援と処遇改善の推進 

・介護施設ボランティアポイント事業 

②介護人材の育成 ・ケアプラン適正化指導検討会等の開催 

・介護人材の育成に資する県や他団体の情報提供 

・ボランティアセンターによる人材育成の支援 

・介護予防・生活支援サービス従事者研修 

・介護予防地域ケア会議等の開催 

③介護現場の生産性の 

向上 

・オンライン申請システムの活用 

・介護事業者経営力強化研修の実施 

・職場環境等の改善事例を共有する取組（再） 
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 ・介護現場の生産性の向上に資する県や他団体の 

情報提供 

・介護ロボットやＩＣＴの活用事例の周知 

・介護情報基盤の周知及び活用の促進 

・ケアプランデータ連携システムの活用の促進 

 

３ サービス提供のための体制づくり 

（１）介護給付の適正化の推進 

【現状と課題】 

高齢化の進行に伴う介護サービスの利用者数の増加により、介護費用は増大

してきています。こうした中、介護保険制度の信頼感を高め、2040年を見据え

た持続的運営を図るため、利用者に過不足のない適切な介護サービスを提供す

る必要があります。 

 

【今後の方策】 

ケアプラン作成技術の向上等を図るため、介護給付調査指導員による指導や、

専門職によるケアプランの点検を行います。また、住宅改修給付の適正化を図

るため、住宅改修調査員による調査等を行います。 

このほか、介護サービス事業者を対象とした講演会を開催するなど、介護給

付の適正化を図ります。 

 

【具体的取組】 

①介護給付の適正化 ・要介護認定の適正化 

・介護給付調査指導員の配置 

・介護保険住宅改修調査員の配置 

・ケアプランの点検 

・介護サービス事業者等講演会の開催 

・縦覧点検と医療情報の突合 

②指導・監査の実施 ・介護事業所等への指導・監査の実施 

 

（２）広報・相談体制の充実 

【現状と課題】 

介護サービス需要の増加・多様化に伴い、介護サービスのニーズも複雑化し

ており、相談窓口などの情報が必要な方に届いていない状況が見受けられます。

このような中、サービス利用者の一人ひとりの異なるニーズに応え、疑問や不

満、不安の解消を図り、介護保険を利用しやすい環境を整えるため、広報・相

談体制の充実が必要となっています。 
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【今後の方策】 

高齢者が必要に応じて適切なサービスを受けられるよう、介護サービスをは

じめ、高齢者保健福祉の各種サービスの情報提供を行うとともに、苦情・相談

に適切に対応できる相談体制の充実を図ります。 

 

【具体的取組】 

①広報体制の充実 ・制度周知用パンフレットの作成 

・インターネットを活用した情報の提供 

・市民のひろば等による広報 

・サービス事業者ガイドブックの作成 

・介護サービス情報公表システム 

（厚生労働省運用）の活用 

②相談体制の充実 ・高齢者福祉相談員による相談体制の推進 

・介護保険相談員の配置 

・介護サービス相談員の派遣 

・保健福祉総合相談・案内窓口事業 

・認知症施策推進事業 

（認知症介護の電話相談）（再） 

・地域包括支援センター等各種関係機関における 

相談支援 

③苦情等への対応 ・県・国民健康保険団体連合会など関係機関との 

連携 

④医療機関等関係機関 

との連携強化 

・救急医療市民講座開催事業 

・地域包括支援センターによる関係機関等との 

ネットワーク構築（再） 

・認知症施策推進事業 

（認知症地域支援推進員及び嘱託医の設置）(再) 

・在宅医療と介護の連携推進事業（再） 

・介護情報基盤の周知及び活用の促進（再） 
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（４）介護保険サービスの見込量の 

基本的な考え方について 
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※ 具体的な算出方法は次のとおり

【サービス利用者数の見込み方】

 　①「要支援・要介護認定者数」の見込み

　 ②「施設・居住系サービス利用者数」の見込み

        

　 ③「居宅サービス利用対象者数」の見込み

　 ④「居宅サービス等利用者数」の見込み

【サービス量の見込み方】

　◆施設・居住系サービスの見込量

　◆居宅サービス等の見込量

　「居宅サービス利用対象者数」＝①「要支援・要介護認定者数」－②「施設・居住系サービス利用者数」

　「居宅サービス等利用者数」＝③「居宅サービス利用対象者数」×サービス利用率※
　※サービス利用率は第9期計画期間の各サービスごとの伸びにより算定

　②「施設・居住系サービス利用者数」から、各年度におけるサービス種類ごとのサービス見込量を推計する。

　④「居宅サービス等利用者数」にサービスごとの利用割合、平均利用回数等を乗じるとともに、その他の考慮すべき要素を
踏まえ、各年度におけるサービス種類ごとの見込量を推計する。

　40歳以上の推計人口を基に、直近の要支援・要介護認定者
の出現率等を参考に推計

　令和8年度の利用実績やこれまでの施設整備・入所待機者
の状況などを考慮して推計

介護保険サービスの見込量の基本的な考え方（案）について

第9期計画と同様に、第10期計画期間も、住民基本台帳の人口を基にしたコーホート要因法により

人口を推計する。

コーホート要因法とは

同年又は同期間に出生した集団（コーホート）について、基準年次の生死（出生率、生残率）、

移動（転出、転入）率等に基づいて、個々の指標を仮定して将来の人口変化を推計する方法

１．人口の推計

２．施設・居住系サービスの整備

第9期計画期間については、利用実績や入所待機者の状況などを踏まえた上で、必要数を確保する

こととしている。

第10期計画期間については、利用実績や入所待機者の状況、2040年を見据えた中長期的な利用見

込みなどを考慮し、引き続き必要数を確保していく。

給付費の見込については、前述したサービス見込量に、令和8年度実績から算出される平均給付額を乗じて算出
し、今後予定されている介護報酬改定を考慮して見込む。

④居宅サービス等利用者見込み × ×

　（例：通所リハビリテーションのサービス見込量）

令和8年度の通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ利用割合
　（通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽの利用者数
　　　　　　　　　　　　　　÷居宅ｻｰﾋﾞｽ等利用者数）

令和8年度の通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽの１人あたり平均利用回数
　（通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽの利用回数
　　　　　　　　　　　　　　÷通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽの利用者数）

３．サービス見込量の設定について

 ①要支援・要介護認定者

未利用者 ④居宅サービス等利用者

　 　　　③居宅サービス利用対象者

②施設・居住系サービス利用者
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